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１．計画策定の趣旨

勝山市環境基本計画は、「勝山市環境基本条例」第９条に基づ

くものであるとともに、平成２９年３月に策定された「第５次勝山市

総合計画(改定版)」に掲げる勝山市の目指すべきまちの姿「小さ

くてもキラリと光る 誇りと活力に満ちた ふるさと勝山」の実

現を環境面から目指すものであり、当市の環境保全に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために定めるものです。

環境基本計画は、平成２０年１１月に策定され、１０年の計画期間

の内、初期段階（平成２１年度～２５年度）と発展段階（平成２６年度

～３０年度）の二段階で捉えることとしており、平成２６年度に見直

しを行いました。

計画期間の終了を迎えるにあたって、平成２６年度以降の社会

情勢の変化に対応した環境保全に関する新たな施策が求められ

ており、先ごろ策定された国や県の環境基本計画および、これま

での当市の施策の成果を反映した第２次勝山市環境基本計画を

策定します。

第５次勝山市総合計画（改定版）より

■目指すべきまちの姿
「小さくてもキラリと光る 誇りと活力に満ちた ふるさと勝山」

「『まちまるごとジオパーク』の魅力を活かした『ワクワクする ときめきに満ちたま

ち勝山』」

■基本政策
（1）エコミュージアムからジオパークへの新たな展開による市民力の向上

② エコ環境都市の実現

■環境部門の施策体系
第4章 美しい環境や景観の中で便利で快適に暮らせるまちづくり

3. 環境や景観に配慮したまちの実現

(1) 循環型社会の構築 (2) 低炭素社会の構築

(3) 環境保全・保護、美化活動の推進 (4) 景観形成の推進

第 1 章 環境基本計画の基本的事項

1 



２．計画策定の背景

国内外を取り巻く環境に関する課題は、経済や社会に関する

課題と相互に連関・複雑化しており、課題解決の困難性が一層増

している状況であり、課題を解決するための施策には、環境・経

済・社会の統合的向上が求められています。

環境に関する国内外の動向

平成 26 年（2014 年）

ü 気候変動に関する政府間パネル（ＩＰCC）第５次評価報告書

気温上昇を産業革命前に比べて２℃未満に抑制するためには、

2050 年には世界全体で 2010 年と比べて４０～７０％温室効果ガ

ス排出量を減らし、2100 年にはゼロまたはマイナスの排出量にす

る必要があると報告されている。

世界の地上気温の経年変化 1950 年から 2100 年までの気温変化

出典）IPCC 第５次評価調書

平成 27 年（2015 年）

ü 気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）

２０２０年以降の温暖化対策の国際枠組み『パリ協定』を採択。
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この協定は、世界の平均気温上昇を産業革命以前と比べて２℃

未満に抑えることを全体目標に掲げ、世界全体で今世紀後半に

は、人間活動による温室効果ガス排出量を実質的にゼロにしてい

く方向を打ち出した。

ü 持続可能な開発のための２０３０アジェンダ

国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発のための２０

３０アジェンダ」は、１７のゴールと１６９のターゲットから構成される

持続可能な世界を実現するための開発目標(ＳＤＧｓ)を含む。ＳＤ

Ｇｓは、2016 年から 2030 年までの国際目標であり、環境、経済、社

会の統合的向上を目指している。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）のロゴ

平成 28 年（2016 年）

ü 地球温暖化対策計画

地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府

が地球温暖化対策法に基づいて策定。温室効果ガス排出量を２０
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３０年度には２０１３年度比２６％削減とする中期目標を設定してい

る。

ü 「持続可能な開発のための教育 (ＥＳＤ) に関するグローバル・ア

クション・プログラム」実施計画

ＥＳＤを実践する教育者の育成やＥＳＤを通じた持続可能な地域

づくりの促進など関係機関が取り組む事項について示されてい

る。

平成 30 年（2018 年）

ü 第５次環境基本計画

環境保全施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府が

環境基本法に基づき策定。ＳＤＧｓ、パリ協定採択後に初めて策定

される環境基本計画で、ＳＤＧｓの考え方も活用しながら、分野横

断的な６つの重点戦略を設定し、経済・社会的課題の同時解決を

実現し、将来に渡って質の高い生活をもたらすための環境施策の

基本的な方針が示されている。

ü 第４次循環型社会形成推進基本計画

循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、政府が循環型社会形成推進基本法に基づき策定。

持続可能な社会づくりとの統合的な取り組みとして、地域循環共

生圏形成による地域活性化、ライフサイクル全体での徹底的な資

源循環等の実現にむけた施策が示されている。

ü 第５次エネルギー基本計画

長期的に安定した持続的・自立的なエネルギー供給により、経

済社会の更なる発展と国民生活の向上、世界の持続的な発展へ

の貢献をめざし、温室効果ガスの排出削減のためのエネルギー政

策として、エネルギーミックスの確実な実現や再生可能エネルギ

ーの主力電源化等が示されている。
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３．計画の位置付け

第２次勝山市環境基本計画は、勝山市環境基本条例第 9 条に

基づき定め、「第 5 次勝山市総合計画(改定版)」に即した環境保

全施策を推進するための総合計画として位置付けます。

４．計画の期間

計画期間は、平成３１年度（２０１９年度）から２０３０年度までの１２

年間とします。今回の策定において、今後策定予定の第６次勝山

市総合計画の計画期間と同一にし、今後の総合計画の改定や環

境に関する課題や社会情勢の変化等に対応するため、必要に応

じ、改定作業を行うものとします。

勝山市地球温暖化対策実行計画としても位置付け

第 5 次勝山市総合計画(改定版)

勝山市環境基本条例

第 2 次勝山市環境基本計画

関連するその他の行政計画

根拠（第 9 条）

連携

参照

・環境基本法
「国環境基本計画」
・県環境基本条例
「県環境基本計画」
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１．基本理念

勝山市環境基本計画の基本理念は、「勝山市環境基本条例」

第 3 条に示される基本理念とします。

２．実現すべき環境像

上記の環境理念に基づき、勝山市の実現すべき環境像を次の

とおりとします。

環境像の実現のためには、市民、事業者、行政など様々な主体

が、環境問題に対して当事者意識を持ち、自ら行動しなければな

りません。そのうえで、様々な主体が連携体制を築き、環境像の

実現と持続をめざして、協働していくことが重要です。

第２章 計画の基本的考え方

(基本理念)
第 3 条 環境の保全は、すべての市民が健全で恵み豊かな環境
の恵沢を享受するとともに、これを将来の世代へ継承していく
ことを目的として行わなければならない。

2 環境の保全は、地球資源が有限であることを認識し、循環
を基調とする環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会
が構築されることを目的として、すべての者の公平な役割分担
の下に、自主的かつ積極的に行われなければならない。

3 地球環境保全は、地域における環境の保全に関する取組の
重要性にかんがみ、すべての事業活動及び身近な日常生活にお
いて積極的な活動により推進されなければならない。

勝山市環境基本条例(平成 15 年条例第 19 号)

【実現すべき環境像】

太古からの豊かな自然

美しい環境を未来に受け継ぐまち かつやま

実 現 す べ き 環 境 像
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３．基本政策

勝山市環境基本計画では、従来の環境基本計画にあるような

環境問題の解決を目標とする分野別の施策を、SDGｓの考え方を

活用して見直しを行い、環境像の実現および SDGｓの達成による

環境・経済・社会の統合的向上をめざし 5 つの基本政策に取り組

みます。

SDGｓは、先進国・途上国すべての国を対象に、経済・
社会・環境の 3 つの側面のバランスが取れた社会を目指す
世界共通の目標として、2015 年 9 月に国連で採択されま
した。貧困や飢餓、水や保健、教育、医療、言論の自由や
ジェンダーなど、人々が人間らしく暮らしていくための社
会的基盤を 2030 年までに達成するという目標になってい
て、17 のゴール（目標）とそれぞれの下により具体的な
169 項目のターゲット（達成基準）があります。

出典）環境省「持続可能な開発目標（S D G s）活用ガイド」より抜粋

SDGｓ（持続可能な開発目標）とは
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ごみの排出量を減らすための食品ロスの削減および都市鉱山

の活用等による 3Ｒの推進や、不法投棄の防止、河川の清掃活動

など廃棄物の適正処理の取り組みにおいて、市民、事業者、行政

の連携を推進し、循環型社会の構築をめざします。

省エネルギー対策による温室効果ガス排出量の削減や、当市

の豊かな自然環境を活用した雪氷熱、小水力等の再生可能エネ

ルギーの普及促進の取り組みにおいて、市民、事業者、行政の連

携を推進し、低炭素社会の構築をめざします。

関連する SDGｓのゴール

関連する SDGｓのゴール

ごみの減量や循環資源の利用を推進し
『循環型社会』の構築をめざします1

基本政策

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 を 推 進 し
『 低 炭 素 社 会 』 の 構 築 を め ざ し ま す2

基本政策
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「恐竜渓谷ふくい勝山ジオパーク」をはじめとする豊かな自然

環境を活かしたまちづくりや、希少動物の保全および外来生物の

防除による生物多様性の保全、持続可能な農林業の振興を通じ

て、自然共生社会の構築をめざします。

市内小中学校における環境教育を中心とした ESD の推進や市

民向けの環境学習の機会の提供を通じて、環境にやさしい持続

可能な社会の実現のため、多様な環境問題に関心を持ち、自ら

考え行動できる人づくりに取り組みます。

関連する SDGｓのゴール

関連する SDGｓのゴール

生物多様性などの自然環境の保全と社会経済活動が
調和した『自然共生社会』の構築をめざします3

基本政策

環境教育・学習の機会を充実し環境保全に
関心がもてる『人づくり』に取り組みます4

基本政策
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バスや鉄道などの公共交通の利用促進、大気汚染や水質汚濁

の防止、水害や土砂災害等の自然災害に対する適応力の強化を

図り、私たちの生活に密接する環境に配慮した安全で快適に暮ら

せるまちづくりに取り組みます。

関連する SDGｓのゴール

環境に配慮した安全で快適に暮らせる
『 ま ち づ く り 』 に 取 り 組 み ま す5

基本政策
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１．施策体系

第３章 基本政策別施策の展開

太
古
か
ら
の
豊
か
な
自
然

美
し
い
環
境
を
未
来
に
受
け
継
ぐ
ま
ち

か
つ
や
ま

環 境 像
1
基本政策

ごみの減量や循環資源の利用を推進し
『循環型社会』の構築をめざします

2
基本政策

温室効果ガス排出量の削減を推進し
『低炭素社会』の構築をめざします

3
基本政策

生物多様性などの自然環境の保全と
社会経済活動が調和した
『自然共生社会』の構築をめざします

4
基本政策

環境教育・学習の機会を充実し
環境保全に関心がもてる
『人づくり』に取り組みます

5
基本政策

環境に配慮した安全で快適に暮らせる
『まちづくり』に取り組みます
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災害に強いまちづくりの推進

1
基本目標

公共交通機関の利用促進

2
基本目標

安心して暮らせる

まちづくりの推進

1
基本目標

学校教育における

環境教育の推進

2
基本目標

生涯学習における

環境学習の機会の充実

3
基本目標

豊かな自然を活かした

まちづくりの推進

1
基本目標

生物多様性の保全

2
基本目標

生物多様性を育む

持続可能な農林業の振興

1
基本目標

温室効果ガス排出量の削減

2
基本目標

再生可能エネルギーの導入

1
基本目標

３Ｒ（リデュース、リユー

ス、リサイクル）の促進

2
基本目標

廃棄物の適正処理の推進
１．不適正処理の防止

２．環境美化活動の推進

３．災害廃棄物の処理

１．省エネルギーの推進

２．市の事務･事業における温室効果ガス排

出量の削減

１．地域資源の活用推進

１．希少動植物の保全

２．外来生物の防除

１．環境保全に配慮した農業の推進

２．環境保全に配慮した林業の推進

１．恐竜渓谷ふくい勝山ジオパーク等の活用

２．ホタルなど身近な自然の保全

１．環境教育を中心とした ESD の推進

１．生涯学習講座などを活用した環境学習の

機会の充実

１．バス利用の促進

２．電車利用の促進

１．水質汚濁の防止

２．騒音・震動・悪臭の防止

３．水資源の保全

４．自然災害への適応

１．生ごみや紙ごみ等の減量化

２．再使用の促進

３．再生利用の促進

重 点 項 目
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計画の指標・施策等について

基本目標の達成にむけて実施する施策の進捗状況を確認する

ための指標です。指標ごとに達成目標を定め、達成度を確認し

ます。

基本目標を達成するために掲げた

重点項目において、どのように行

動、推進するかを定めた施策です。

施策の実施主体です。

○：主体的に取り組む

●：協力する、働きかける

基本目標を達成するために掲げた重点項目に関連する SDGｓ

のゴールのアイコンです。
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現状と課題

市の一般廃棄物の排出量は減少傾向で推移してきましたが、

近年、人口ひとり 1 日あたりごみ排出量については増加傾向にあ

り、平成２９年度は８２７グラムとなっています。大野・勝山地区広域

行政事務組合が実施したごみの組成調査の結果では、家庭から

出る燃やせるごみの約４割が紙ごみで、約３割が生ごみでした。

紙ごみは、分別や集団回収を実施することでリサイクルが可能で

すが、分別されずに可燃ごみとして排出されることによって、資

源化量は減少してしまいます。生ごみには、食品廃棄物として、賞

味期限切れ、食べ残しなどのいわゆる食品ロスが含まれています。

これまでも、ごみの減量化、リサイクル率の向上をめざし、3R（リデ

ュース、リユース、リサイクル）の促進に取り組んでおりますが、3R

にリフューズ(不要なものは買わない）とリペアー(修理して長く使

う)を加えた 5R という言葉も使われています。今後、紙ごみの分

別徹底や集団回収の推進、食品ロスを減らす取り組みなどに係る

周知を市民や事業者に対し積極的に行い、3R および 5R を促進

することが必要です。

また、使用しなくなったデジタルカメラや携帯電話、スマートフ

ォン等の小型家電などからリサイクルされた金属を活用し2020年

東京オリンピック・パラリンピックメダルを作成する国民参加型プロ

ジェクトが実施されており、このようなひとつの目標の達成と同

時に、ごみの減量やリサイクル率の向上が達成できるような取り

組みが求められています。

ごみの減量や循環資源の利用を推進し
『循環型社会』の構築をめざします1

基本政策

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）
の促進1

基本目標
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図 3-1-1 勝山市のごみの排出量の推移

図 3-1-3 勝山市のごみのリサイクル率・資源化量・集団回収量の推移

図 3-1-2 ごみの組成調査結果（平成 24～29 年度の平均値）

出典) 大野･勝山地区広域行政事務組合提供データを基に作成
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目標達成に向けた指標

項 目 現 状（H29） 達成目標（2030）

年間のごみ排出量 7,195ｔ
トン

6,180ｔ
トン

ひとり 1 日当たりのごみの排出量
※ごみの年間排出量÷人口÷365 日又は 366 日 827 ｇ

グラム

800 ｇ
グラム

一般廃棄物のリサイクル率
※（ごみからの年間資源化量＋集団回収量）
÷（ごみの排出量＋集団回収量）

26.1 ％
パーセント

27.0 ％
パーセント

図 3-1-5 県内他市町のリサイクル率の状況(平成 28 年度)

出典）一般廃棄物処理実態調査結果を基に作成

図 3-1-4 県内他市町のひとり 1 日当たりごみ排出量の状況(平成 28 年度)

出典）一般廃棄物処理実態調査結果を基に作成
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重点項目１

日常生活で発生するごみの排出量を削減するには、ものを大

切に長く使い、ごみを発生させないライフスタイルの確立が重要

です。これまでも、市では、生ごみ処理機の購入助成や買い物時

のマイバッグ持参運動に取り組んできましたが、さらなるごみの減

量化、リサイクル率の向上をめざし、新たな取り組みや市民への

啓発が必要です。

ごみの減量化に向けて、県が実施している食品ロス削減の取り

組み「おいしいふくい食べきり運動」について、市民、事業者、飲

食店、市がそれぞれの役割を果たし、地域全体で取り組んでいき

ます。また、民間事業者が市内各所に設置している紙資源回収ス

テーションの活用促進や地域や学校等による集団回収を周知し、

紙ごみの分別回収の促進を図ります。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

食品ロス削減の推進 ● ○ ○

生ごみ減量化の促進(水切り、生ごみ処理機等の活用) ● ○

紙ごみ分別の徹底 ● ○ ○

「おいしいふくい食べきり運動」PR 活動の実施

生ごみや紙ごみ等
の減量化
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重点項目２ 再使用の促進

必要なものやサービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだ

け提供する新しい経済概念「シェアリング・エコノミー」による無駄

なものを持たないで共有するライフスタイルが広がりつつありま

す。無駄なものを持たない、使えるものは大切に長く使用する、と

いうライフスタイルが広がれば、ごみの排出量は確実に減少しま

す。不用品の再使用の促進についても、不用品交換の斡旋や無

料譲渡会の開催などのリユース事業の実施を促進し、リユース促

進に関する情報を市民に対し発信していきます。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

不用品交換・無料譲渡会の促進 ○ ●

勝山市消費者団体連絡協議会による蚤の市（無料譲渡会）の開催
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重点項目３ 再生利用の促進

ごみの組成調査からもわかるように、家庭から排出されるごみ

の約４割を占めているのが紙ごみです。紙ごみは、分別回収する

ことでリサイクルが可能なため、家庭での分別徹底が重要になり

ます。市では、事業所から排出されるシュレッダー紙ごみのリサイ

クル、市民に対する紙ごみの分別徹底の啓発、および学校や地域

での集団回収の積極的な実施を促進します。

また、家庭で眠っている使用しなくなったデジタルカメラや携

帯電話、スマートフォン等の小型家電には、希少金属が使用され

ており、これらは都市鉱山と呼ばれています。都市鉱山から 2020

年東京オリンピック・パラリンピックメダルを作成するプロジェクトに

は、市も参加しており、今後におきましても、都市鉱山を活用した

リサイクルを推進します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

集団回収の推進 ● ○

小型家電リサイクルの推進 ○ ● ●

「みんなのメダルプロジェクト」への参加
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現状と課題

廃棄物を適正に処理するためには、排出事業者は自らの廃棄

物処理責任について、市民は廃棄物の分別、収集、処分につい

て、正しく理解することが大切です。そのため、市は、排出事業者

や市民に対して、廃棄物の適正処理や不適正処理防止に関する

各種情報について周知徹底を行う必要があります。

市を代表する河川清掃活動「クリーンアップ九頭竜川」は、（公

社）勝山青年会議所の主催事業として平成１７年度にスタートし、

平成２８年度まで実施していました。平成２９年度には、市民や事

業者による持続可能な活動として継続していくために、市民や事

業者、各種団体などから構成されるクリーンアップ九頭竜川実施

連絡協議会が発足し、九頭竜川全流域と連携した清掃活動に加

え、河川敷に植生する外来種の植物を駆除する活動も併せて実

施しています。活動に参加した市民や事業者が、落ちているごみ

をただ拾うだけでなく、誰がどのような種類のごみを捨てている

のかを自ら考えることで、ごみの適正処理に対する意識がさらに

向上していくことをめざします。

近年、異常気象による災害が、世界各地で発生しており、勝山

市においても、集中豪雨や台風の発生頻度の増加、記録的な猛

暑や大雪など気候変動の影響が現れています。水害や土砂災害

等の大規模な自然災害が発生した場合には、災害が原因で使用

できなくなった家財道具や家電等の災害廃棄物が大量に発生す

るため、市だけでは処理できない際にどうするかが大きな課題と

なっています。

また、少子高齢化社会が進行することによって、ステーションへ

のごみ出しが困難になる高齢者世帯が増加していくことが予想

されます。高齢者世帯が排出する廃棄物の適正処理を推進する

ため、市が実施する一般廃棄物収集での新たな収集体制の構築

や高齢者福祉施策との連携等の課題について、今後、十分な調

査研究が必要です。

廃棄物の適正処理の推進2
基本目標
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重点項目１ 不適正処理の防止

廃棄物の不法投棄および野外焼却は重大な犯罪であり、市独

自でも不法投棄防止パトロールを実施しています。不法投棄され

た廃棄物の回収量は減少傾向にありますが、平成２９年度におい

ては、不法投棄防止パトロールで回収した廃棄物は２２０キログラ

ムで、テレビや冷蔵庫などの大型家電やタイヤなどの回収を行い

ました。

廃棄物の不適正処理の撲滅をめざし、関係機関と連携した定

期的なパトロールを実施し、早期発見による未然防止および早期

対応による拡大防止を進めます。不法投棄された廃棄物の撤去

を行った後は、地域住民との協力体制を構築し、監視や情報提供

等の不法投棄防止体制を強化します。また、廃棄物の不適正処理

の防止について、市広報やホームページなどを利用した市民や

事業者への広報啓発を実施します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

不法投棄防止パトロールの実施 ○

不法投棄・野外焼却に対する意識啓発 ● ○ ○

不法投棄された廃棄物 野外焼却された廃棄物
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重点項目２

ごみが地域に散乱すると更なるごみの投棄を招き、地域全体

の景観や環境に大きな影響をおよぼします。美しい景観や環境を

守るため、各種団体や事業者、地区が行う環境美化活動『かつや

まをきれいにする運動』を支援し、活動を促進します。

また、河川のごみは、周辺地域だけでなく下流地域にも大きな

影響を与えます。下流地域まで流れたごみは、海岸に漂着したり、

沖合へ流出し海洋ごみとなります。なかでも海洋中のマイクロプ

ラスチックは、海洋生態系への影響が懸念されており国際的な課

題となっております。九頭竜川の清掃活動『クリーンアップ九頭竜

川』や各中学校が実施している河川清掃を支援するとともに、河

川のごみに関する情報発信を積極的に行うことで、ごみを捨て

ない、捨てさせない意識の醸成を図ります。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

地域における環境美化活動への参加促進 ○ ○ ○

河川清掃活動の実施 ● ○ ○

河川への不法投棄防止啓発 ● ○ ○

「クリーンアップ九頭竜川」の実施

環境美化
活動の推進
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重点項目３ 災害廃棄物の処理

大規模な自然災害が発生した場合に課題となるのが、家庭か

ら排出される生活ごみや災害によって使用できなくなった家財道

具や家電等の災害廃棄物の迅速な処理や仮置き場の確保です。

災害廃棄物の処理については、近隣自治体や県と連携を図り、

災害の規模に応じた災害廃棄物の処理体制の構築を推進します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

災害廃棄物の処理体制の構築 ○ ● ●
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現状と課題

地球温暖化問題は、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境

問題の一つとされています。既に世界各地において、平均気温の

上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇などが観測されており、我が

国においても平均気温の上昇、集中豪雨、台風等による被害、農

作物や生態系への影響等が観測されています。

「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰCC）第５次評価報告書」

には、気温上昇を産業革命前に比べて２℃未満に抑制するために

は、2050 年には世界全体で 2010 年と比べて４０～７０％温室効

果ガス排出量を減らし、2100 年にはゼロまたはマイナスの排出量

にする必要があると報告されています。「気候変動枠組条約第２１

回締約国会議（ＣＯＰ２１）」においては、２０２０年以降の温暖化対策

の国際枠組み「パリ協定」を採択し、世界の平均気温上昇を産業

革命以前と比べて２℃未満に抑えることを全体目標に掲げ、世界

全体で今世紀後半には、人間活動による温室効果ガス排出量を

実質的にゼロにしていく方向を打ち出しています。我が国におい

ても、政府は「地球温暖化対策計画」を策定し、温室効果ガス排

出量を、２０３０年度には２０１３年度比２６％削減とする中期目標を

設定しています。

温室効果ガス排出量を削減し、地球温暖化を防止することは

人類共通の課題ですが、当市においても、市民・事業者・行政など

多様な主体が省エネルギーの取り組みを推進することで温室効

果ガス排出量を削減し、持続可能な低炭素社会の構築を目指し

ます。

温室効果ガス排出量の削減を推進し
『低炭素社会』の構築をめざします2

基本政策

温室効果ガス排出量の削減1
基本目標
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目標達成に向けた指標

項 目 現 状（H29） 達成目標（2030）

公衆街路灯のLED型への更新率 82.5 ％
パーセント

90.9 ％
パーセント

公用車の中に占めるエコカーの台数 ７台 10 台

市の事務事業におけるエネルギー使用量
(原油換算値) 2,325 ㎘

キロリットル

2,039 ㎘
キロリットル

図 3-2-1 日本における温室効果ガス排出量の推移、割合

出典) 温室効果ガスインベントリオフィス
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重点項目１

温室効果ガス排出量を削減するためには、事業者や行政だけ

ではなく、家庭において取り組める省エネルギー活動の推進が必

要です。

家庭において、LED 照明や家庭用蓄電池など省エネルギー性

能の高い設備や機器を導入したり、家庭の電力使用量を「見える

化」し効率的な節電を図るHEMS（ホームエネルギーマネジメントシ

ステム）や既存住宅を高断熱化した省エネルギー改修住宅、家庭

での年間エネルギー消費量をゼロにする ZEH（ネットゼロエネルギ

ーハウス）などについて、市民への普及促進を行い省エネルギー

の促進を図ります。

市内各地域に設置されている街路灯の照明の大部分は、すで

に LED 照明へ切り替えており、市域全体での省エネルギーを図っ

ています。

家庭にある長期間使用している冷蔵庫やエアコン等の家電を

省エネルギー型家電に買い換えるなど、環境に配慮した選択は家

計や健康、ライフスタイルによい影響を与えるという地球温暖化

防止国民運動「COOL CHOICE」の啓発、安さや利便性の追求だけ

ではない環境に配慮した消費行動（エシカル消費）の推進によっ

て、市民の環境意識の向上をめざします。

ZEH（ネットゼロエネルギーハウス）のイメージ

出典）資源エネルギー庁 HP より抜粋

省エネルギー
の推進
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

重点項目２

勝山市役所から排出される温室効果ガスの要因は、電気（特に

エアコンと照明）がほとんどを占めるため、今後、効率の良い電気

の使用方法を考え、エネルギー使用量を「見える化」し、職員へ省

エネルギーに関する意識啓発を図る必要があります。省エネルギ

ーに関する取り組みとして、公用車へのエコカーの導入および使

用時のエコドライブの実践、空調設定温度の適切な管理、省エネ

ルギー設備の導入、クールビズ・ウォームビズの実施、各種書類の

ペーパーレス化、時間外勤務の削減やワーク・ライフ・バランス等

の働き方改革の取り組みを全庁体制で推進します。

なお、当項目を、地球温暖化対策推進法第２０条の３に基づい

た勝山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)として位置づ

け、勝山市役所の事務・事業によって排出される温室効果ガスの

排出抑制を実現します。

施策概要 市 市民 事業者

省エネ住宅、省エネ機器の普及推進 ● ○ ○

ＬＥＤ型公衆街路灯の普及推進 ● ○

家庭における省エネ行動の普及啓発 ○ ●

市の事務･事業
における
温室効果ガス
排出量の削減

27 



勝山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)

計画期間

平成３１年度（２０１９年度）から２０３０年度まで

対象とする温室効果ガス

対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素（CO２）、メタン（CH4）、

一酸化二窒素（N2O)、ハイドロフルオロカーボン(HFC)の４物質とし

ます。

対象範囲

勝山市役所が直接実施する全ての事務・事業とし、外部に委託

して実施するものは対象外とします。なお、指定管理者制度を導

入している施設は、計画の対象外としますが、計画に準じた取り

組みを行うよう要請するものとします。

温室効果ガス排出量削減目標

市の事務事業における温室効果ガス排出量を、政府実行計画

および福井県実行計画が定めた削減目標と同じく、平成２５年度

（２０１３年度）を基準年として、２０３０年度において４０パーセント削

減することを目指します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

市役所における省エネルギーに関する取り組みの実施 ○

平成２５年度
(２０１３年度)

２，７９９t-CO2

２０３０年度

１，６７９t-CO2

基準年度 目標年度
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現状と課題

太陽光や風力、水力などの再生可能エネルギーは、地球温暖

化の要因とされている二酸化炭素などの温室効果ガスを排出し

ないエネルギー源であり、省エネルギーの取り組みと組み合わせ

て活用することで、エネルギー自給率の向上や地域経済の活性

化などにつなげることができます。

国が策定した「第５次エネルギー基本計画」には、温室効果ガス

の排出量削減のためのエネルギー政策として、再生可能エネルギ

ーの主力電源化やエネルギーミックスの確実な実現、徹底的な省

エネルギーの継続などに取り組むことによって、長期的に安定し

た持続的・自立的なエネルギー供給により、経済社会の更なる発

展と国民生活の向上、世界の持続的な発展への貢献をめざすこ

とが示されています。

勝山市内における再生可能エネルギーの導入量は、平成２８年

度末には、水力発電が全体の約８割を占め、残りの約２割は太陽

光発電となっています。市では、これまでも、太陽光や木質バイオ

マスエネルギーなどの再生可能エネルギーの導入促進に取り組ん

でまいりましたが、県内の再生可能エネルギーの導入量に占める

勝山市の割合は約３パーセントであり、雪氷熱エネルギーや小水

力発電については、勝山市の自然環境を活かすことができるとし

て今後の導入拡大が期待されています。

温室効果ガスの排出量を削減するには、さらなる再生可能エネ

ルギーの導入拡大の取り組みが重要になります。当市においても、

市民・事業者・行政など多様な主体が、再生可能エネルギーの普

及啓発やその活用に向けた調査研究を推進し、豊かな自然環境

によって生み出される地域資源を活用した再生可能エネルギー

の導入をめざします。

再生可能エネルギーの導入2
基本目標
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図 3-2-2 福井県内における再生可能エネルギー導入量推移

図 3-2-3 勝山市内における再生可能エネルギー導入量推移

出典）資源エネルギー庁公表データを基に作成

出典）資源エネルギー庁公表データを基に作成
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重点項目１ 地域資源の活用推進

当市の地域特性を活かした再生可能エネルギーの一つとして、

雪氷熱エネルギーがあります。雪氷熱エネルギーについては、古く

からの利用形態である“雪室（雪冷蔵）”などに利用が可能です。

そこで、関係機関と連携しながら、雪氷熱エネルギーの利活用に

向けた各種取り組みを実施しています。

市内の河川を活用した小水力発電についても、事業化にむけ

て調査研究が行われており、事業化が実現すれば、新たな地域

経済の活性化にもつながります。今後、再生可能エネルギーの導

入において、勝山市の豊かな地域資源をどのように活用すること

ができるのかを、市民、事業者、行政などが連携し、調査研究を推

進します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

再生可能エネルギーの利活用の推進 ● ○ ○

雪氷熱エネルギーの利活用（雪室そばの開発）
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現状と課題

勝山市は、豊かな自然環境とのどかな田園や里山の風景が広

がり、恐竜渓谷ふくい勝山ジオパークに象徴される恵まれた自然

環境を活かしたまちづくりを推進しています。

福井県では、絶滅の恐れがある野生動植物をリストアップした

「福井県レッドデータブック」を作成しています。その中には、かつ

ては地域にある田んぼや河川など身近なところで見ることがで

きたドジョウやメダカなども含まれており、地域における生物多様

性の消失の危機が叫ばれています。生物多様性が失われつつあ

る原因のひとつとして、地域への人為的な外来生物の持ち込み

が挙げられます。本来、その地域には生息・生育しない外来生物

が持ち込まれた場合、繁殖力の高い外来生物は、もともと地域に

あった在来生物の生態系に対し悪影響を与えることになります。

一度、失われてしまった生物多様性を回復させることは、非常に

困難になります。

勝山市の恵まれた自然環境と生物多様性を保全していくため

には、外来生物の防除や希少動植物の生息・生育する環境の保

全と再生をめざし、市民・事業者・行政が一体となった環境保全

活動の推進が必要です。

目標達成に向けた指標

項 目 現 状（H29） 達成目標（2030）

市内の希少動植物保全活動と

外来生物防除活動の実施件数
22 件 30 件

自然環境の保全と社会経済活動が調和
した『自然共生社会』の構築をめざします3

基本政策

生物多様性の保全1
基本目標
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重点項目１

「福井県レッドデータブック」を活用し、市内に生息する絶滅の

恐れがある希少な動植物に関する情報について収集、整理を行

います。これらの希少な動植物に関する情報は、市民に向けた積

極的な情報発信を行うことで、市民自らが保全活動に取り組むこ

とができるよう啓発します。

希少な動植物の保全に向け、市内小中学校における環境教育

活動や、地域住民や各種団体、行政などが連携した希少な動植

物の生息・生育地域の整備、保全活動を推進します。

ミチノクフクジュソウ
（県域絶滅危惧Ⅰ類）

図 3-3-1 福井県レッドデータブック記載種数

福井県 勝山市 福井県 勝山市 福井県 勝山市 福井県 勝山市 福井県 勝山市 福井県 勝山市 福井県 勝山市
哺 乳 類 2 3 1 7 5 2 2 14 8

鳥 類 1 25 4 17 8 32 12 48 11 6 3 129 38
爬 虫 類 1 2 2 3 1 6 3
両 生 類 1 1 1 4 4 3 3 10 7

淡 水 魚 類 8 2 20 9 4 2 6 2 1 39 15
昆 虫 類 4 35 5 43 11 47 13 129 26 258 55

陸 産 貝 類 3 9 15 10 6 6 21 9 54 25
淡 水 産 貝 類 3 3 7 2 5 2 5 2 23 6
維 管 束 植 物 20 1 235 33 199 61 119 50 158 64 731 209

総 計 34 1 316 44 306 102 226 96 375 120 7 3 1,264 366

 県域絶滅
 県域絶滅
危惧Ⅰ類

県域絶滅
危惧Ⅱ類

 県域準
絶滅危惧 

 要注目
絶滅のおそれの
ある地域個体群

計
分類群

出典）「改訂版 福井県の絶滅のおそれのある野生動植物」より作成

バイカモの保全活動
（県域準絶滅危惧）

希少動植物
の保全
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

重点項目２

外来生物の繁殖によって、在来生物の生態系に及ぼす被害や

これまでに取り組んできた外来生物の効果的な防除方法に関す

る情報について収集、整理を行います。これらの外来生物に関す

る情報は、市民に向けた積極的な情報発信を行い、市民自らが防

除活動や被害の防止に取り組むことができるよう啓発します。

また、市内小中学校における環境教育活動や地域におけるま

ちづくり活動の一環として実施される外来生物の防除活動を支

援するとともに、外来生物の分布、被害状況を迅速かつ確実に把

握するため、地域の住民や各種団体、行政と連携した監視体制を

築きます。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

希少動植物の保全活動の実施 ● ○ ○

施策概要 市 市民 事業者

外来生物の防除活動の実施 ● ○ ○

オオキンケイギク（特定外来生物）の防除活動

外来生物
の防除
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現状と課題

勝山市の豊かな自然環境と地域に生息・生育する多様な動植

物が関わりあうことで生み出される生物多様性がもたらす恵み

によって、私たちの日々の生活や農林業等の経済活動は支えら

れています。しかしながら、近年、里地里山が適切に管理されない

こと、耕作放棄地の増加などが要因で、地域における生物多様性

の消失を招いています。

そこで、地域の豊かな生物多様性を育む、持続可能な農林業

の振興を推進します。食料の生産に加え多様な生物を生み出す

農業では、市民が生物とふれあい、農業と生物多様性の関係に

対する認識を深める取組を推進します。多様な野生動植物が生

息・生育する森林生態系の生産力に基礎を置く林業では、森林の

適切な整備・保全を推進します。

目標達成に向けた指標

項 目 現 状（H29） 達成目標（2030）

森林境界を明確化した森林面積

（平成23年度からの累計）
880 ㏊

ヘクタール

1,530 ㏊
ヘクタール

民有林での実のなる木の植樹

（平成23年度からの累計）
17,822 本 20,422 本

生物多様性を育む
持続可能な農林業の振興2

基本目標
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重点項目１

環境保全に配慮した農業を推進するために、有機物循環の土

づくりや化学肥料及び化学農薬の使用低減に取り組むエコファ

ーマーの拡大を進めます。

また、耕作放棄地対策として、農地の利用集積や新たな担い

手の育成、農産物の高付加価値化などを推進します。農産物の高

付加価値化については、生物多様性に配慮し、持続可能な農法

によって生産される農産物には、地域特産品「かつやま逸品」とし

て高い付加価値をつけて、２０２０年に開駅する勝山市道の駅「恐

竜渓谷かつやま」などで販売することが期待されています。

地域で生産された農産物を地域で消費する取り組みとして、地

産地消を推進します。地産地消を推進することで、農産物の輸送

エネルギーの削減につながることから、環境に優しい取り組みと

して、市民の認識を深めるため啓発促進を行います。

農産物を活用した「かつやま逸品」の開発

地域の 農産物を活用した料理教室の開催（地産地消の推進）

環境保全に配慮した
農業の推進
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

重点項目２

森林には、国土の保全、水源の涵養、生物多様性の保全、地球

温暖化の防止など、多面的な機能があります。これら森林の多面

的機能を、今後において、維持、向上させるためには、森林の保全

や適切な管理が必要になります。このため、適切な間伐の実施や

針広混交林化の促進、松枯れ対策の実施等によって、多様で健

全な森林づくりを推進します。あわせて、作業道の整備や既設林

道の修繕・改良、治山対策を進めます。

また、森林の保全・管理を継続的に行うためには、間伐した木

材の利活用を促進する必要があります。建築材料だけでなく、家

具、おもちゃ、日用品など、間伐材の利用拡大を推進します。

企業や NPO、地域など多様な活動主体が連携した森林づくり

や森林の利活用を促進し、動植物が生息する環境となるミズナ

ラ等の広葉樹を植樹し、森林における生物多様性の保全を推進し

ます。

施策概要 市 市民 事業者

エコファーマーの拡大による循環型農業の推進 ● ○ ○

地域特産品開発と販路開拓の推進 ● ○ ○

地産地消・食育の推進 ● ○ ○

環境保全に配慮した
林業の推進
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

林道、作業道の整備、保全 ○ ● ●

計画的な間伐、枯木伐採の実施 ● ○ ○

間伐材利用の促進 ● ○ ○

「企業の森づくり」等による広葉樹植樹の推進 ● ○ ○

「企業の森づくり」の推進

松枯れ対策 アカマツの植樹
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現状と課題

勝山市は、「日本ジオパーク」に認定されている「恐竜渓谷ふく

い勝山ジオパーク」、平泉寺町と北谷町の一部が指定されている

「白山国立公園」、同公園を含む「白山ユネスコエコパーク」など、

豊かな自然環境を活かしたまちづくりの推進に取り組んでいま

す。勝山市の地形や地質の特性により育まれた自然、歴史や文

化、産業、人の暮らし等の地域資源を守り、活用することにより、

持続可能な地域の活性化を目指しています。

今後においては、「恐竜渓谷ふくい勝山ジオパーク」や「白山ユ

ネスコエコパーク」について、市民自らが貴重な地質・地形遺産や

自然遺産等の価値を認識できるよう、市民へのわかりやすい周知

に取り組み、市民および関係機関と連携した保全・活用の推進が

重要となっています。

また、自然環境の変化により、かつては各地域で身近に見るこ

とができたホタルや赤とんぼなどの生き物や里山に植生するブ

ナやカタクリなどの植物とふれあう機会が減少しつつあります。

今後は、市民が主体となった保全活動の推進と自然とふれあう

機会の創出を行い、身近にある豊かな自然を次世代へ引き継い

でいくことが重要です。

豊かな自然を活かしたまちづくりの推進3
基本目標
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重点項目１

「恐竜渓谷ふくい勝山ジオパーク」においてジオサイトとして位

置付けられた地質・地形遺産の保全・保護に取り組み、これらの遺

産を活かしたまちづくりを推進します。ジオパークについて、「恐

竜・恐竜化石」「火山と火山活動」「九頭竜川などの河川とその地

形」の３つのテーマを活かし、市民の理解が深まるような分かりや

すい周知を促進し、ジオツアーの開催や ESD への活用を推進しま

す。

「白山国立公園」とそれを取り囲むエリアが「白山ユネスコエコ

パーク（生物圏保存地域）」に登録されており、勝山市の東部がエ

リアとなっています。ユネスコエコパークは、生態系の保全と持続

可能な利活用の調和を目的としており、自然と人間社会の共生

に重点が置かれています。これらの地域についても、関係機関と

連携し、豊かな自然環境の適切な保全と利活用に向けた取り組

みを推進します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

ジオサイト保全・保護活動の実施 ○ ○ ●

市民を対象とした普及活動の実施 ○ ● ●

ジオツアーの開催 ● ○ ○

恐竜渓谷ふくい勝山
ジオパーク等の活用
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恐竜・恐竜化石

火山と火山活動

九頭竜川などの河川とその地形

「恐竜渓谷ふくい勝山ジオパー

ク」においてジオサイトとして位置

付けられた主な地質・地形遺産を

３つのテーマに沿って紹介します。

福 井 県 立 恐 竜 博 物 館 恐 竜 化 石 発 掘 地 （ 北 谷 町 ）

ス キ ー ジ ャ ム 勝 山 大 矢 谷 白 山 神 社 の 巨 大 岩 塊 池 ヶ 原 湿 原

七 里 壁 大 清 水 は た や 記 念 館 ゆ め お ー れ 勝 山
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重点項目 2

市内各地域に生息しているホタルは、長年にわたり、地元の市

民団体が中心となって保全活動を実施しており、ホタル観察会に

は、市内外から毎年多くの参加者が集まります。

また、貴重なブナの自然林やカタクリの生息地などでは、市内

小中学校や地元の市民団体が、保全活動や観察会を実施してい

ます。今後においても、これらの活動が継続していくよう関係機

関が連携し活動を支援します。

これらの保全活動について、市広報やホームページを通じて周

知し、多くの市民に関心を持ってもらい、活動の輪が広がるよう

啓発します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

ホタル、ブナ林等の保全活動の推進 ● ○ ○

浄土寺川のホタル ホタルの保全活動の実施

ホタルなど
身近な自然の保全
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現状と課題

学校教育の場において、子供たちが持続可能な社会の担い手

となるよう育成するため、環境教育の推進が求められています。

環境教育を通じて、子供たちの「未来を創る力」と「環境保全のた

めの力」を育むことは、環境問題の解決および環境基本計画の推

進において、非常に大切なことです。

国は、平成２８年３月に『我が国における「持続可能な開発のた

めの教育（ＥＳＤ）に関するグローバル・アクション・プログラム」実施

計画』を策定しました。この実施計画では、グローバル・アクション・

プログラムに基づいて定められた 5 つの優先行動分野「政策的

支援」、「機関包括型アプローチ」、「教育者」、「ユース」、「地域コ

ミュニティ」に沿ってＥＳＤの取組が推進されます。

市では、平成２６年度に、市内全小中学校がユネスコスクールに

加盟し、環境教育の実践に取り組んでいるなかで、各学校ごとに

地域の特色を活かした独自の環境教育を展開しています。環境

教育を中心にＥＳＤを推進することで、持続可能な社会づくりの担

い手を育成しています。

少子高齢化社会において、今後、市内小中学校の児童数が減

少していく中で、環境教育を中心としたＥＳＤを推進していくため

には、学校だけにとどまらず、地域住民や事業者等との連携した

取り組みを実践することが不可欠です。

環境教育・学習の機会を充実し環境保全に
関心がもてる『人づくり』に取り組みます4

基本政策

学校教育における環境教育の推進1
基本目標
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重点項目１

市内にある全ての小中学校が、ユネスコスクールに加盟してお

り、環境教育を中心とした ESD の実践に取り組んでいます。これま

でも、環境問題に関する知識の習得だけでなく、バイカモやミチ

ノクフクジュソウなどの希少植物の保全活動、特定外来生物の防

除活動などを行ってきました。

今後においても、学校と地域が連携して、各学校ごとに地域の

特色を活かした独自の環境教育の実践を中心としたＥＳＤを推進

していきます。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

市内小中学校での ESD の推進 ○ ● ●

勝山市環境フォーラムでの事例発表

環境教育を
中心とした
ESD の推進
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勝山市の環境教育の取り組み

セイタカアワダチソウ 防除活動 エゴマ畑 ふるさと学習

学校ビオトープの清掃と生き物調査 浄土寺川 河川清掃

タンポポ 植生調査 学校でのジオパーク学習
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勝山市の環境教育の取り組み

ミチノクフクジュソウ 保全活動 オオハンゴンソウ 防除活動

池ヶ原湿原の保全活動と生態調査 九頭竜川 河川清掃

バイカモ 保全活動 雪室 体験学習
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現状と課題

地球温暖化やエネルギー問題などの地球規模の環境に関する

問題は、テレビや新聞、インターネットなどで日常的に目にする機

会も多いですが、解決のためには全ての人類がそれらの問題を

正しく理解し、行動することが不可欠です。環境問題を正しく理

解し、行動するためには、環境学習を通じて、環境問題解決のた

めに、日常生活の中で、まず地域において自らができることを学

習し行動することによって、その輪が広がっていくことが大切と

なります。

市内各地区や事業者など多くの団体が、「かつやまをきれいに

する運動」に参加しており、一年を通して、市民が主体となったま

ちの環境の美化、景観の保全活動に取り組んでおり、環境保全に

対する市民の意識を醸成しています。それらの活動に加え、公民

館での講座や勝山の自然豊かな環境を活かした自然体験型学習

などの多様な環境学習の機会を提供していますが、参加者は決

して多くはありません。

次世代のことを考えた行動ができるようにしていくためには、

地域における環境学習の実践を通じて、身近な環境問題に関わり

理解することが大切です。環境にやさしい持続可能な社会を構

築するために自ら考え行動できる人材を育成することが求められ

ているなか、環境学習の機会を充実させるだけでなく、より多く

の人が参加してもらえる取り組みの実施が、今後の課題です。

生涯学習における環境学習の機会の充実2
基本目標
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重点項目１

私たちの暮らす地域や社会を、環境にやさしい持続可能な社

会として構築していく人材の育成をめざし、市では環境学習の機

会として、市民総合大学講座や公民館等における生涯学習講座

や自然観察会などを実施し、参加促進を行っています。

市広報やホームページ等を活用して、私たちの身近にある省

エネルギーやごみの減量、外来生物などの環境問題について積

極的に情報発信することで、家庭において問題解決のためにでき

ることについて考え、行動することを促します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

生涯学習講座や自然観察会等の環境学習の推進 ● ○

自然観察会の実施（左：池ヶ原湿原 右：谷のブナ林）

生涯学習講座
などを活用した
環境学習の
機会の充実
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現状と課題

人口減少や少子高齢化の進行、クルマ社会の浸透などに伴

い、公共交通機関の利用者は減少し、公共交通機関の確保、維持

してくことは、非常に困難になっています。特に高齢化社会の到

来により、自動車運転免許証の自主返納や健康上の理由で自動

車を運転できない高齢者の増加が予想されるため、高齢者が利

用しやすい移動手段として、公共交通機関を確保し、高齢者の日

常生活を守ることが求められています。

市では、公共交通機関を市民の生活環境に不可欠な社会資本

として捉えており、公共交通機関を確保、維持していくための取り

組みとして、コミュニティバスにおいては、地域のニーズを反映し

た路線の再編やデマンド便の導入等を行い、えちぜん鉄道におい

ては、観光事業との連携や沿線市町と連携した利用促進事業の

実施等を行っています。

輸送量あたりの自家用乗用車の二酸化炭素排出量は、バスの

約３倍、鉄道の約７倍です。福井県は、人口あたり自家用乗用車保

有台数が全国トップレベルにあり、地球温暖化防止の観点からも、

自家用乗用車の利用を控え、二酸化炭素の排出が少ない公共交

通機関を活用することは、環境負荷低減に大変有効です。

公共交通機関の利用促進を図るためには、複数の公共交通事

業者間の連携によるサービスの向上や、分かりやすい時刻表や乗

り換え等の経路情報の提供などによって、さらに利用しやすい交

通体系を確立し、公共交通機関ならびに地域の活性化を図る必

要があります。

環境に配慮した安全で快適に暮らせる
『まちづくり』に取り組みます5

基本政策

公共交通機関の利用促進1
基本目標
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重点項目１ バス利用の促進

コミュニティバスは、地域の特性や公共交通サービスの実現

性、市民ニーズのバランスが取れた持続可能な公共交通を目指

し、より利用しやすいバス体系を構築し、利用促進を図ります。

コミュニティバスの利用を促進するため、高齢者を対象にした

わかりやすい自分専用の時刻表「わたしの時刻表」作成サービス

や病院専用時刻表の作成、バスの乗り方教室の実施等に取り組

みます。

図 3-5-1 市内バス利用者数の推移

バスの乗り方教室の実施 時刻表作成サービスのＰＲ
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

重点項目２ 電車利用の促進

えちぜん鉄道の利用者数は、年々増加してきましたが、今後に

おいても、沿線市町と一体となってえちぜん鉄道を未来に残る鉄

道となるよう支援します。

えちぜん鉄道の利用を促進するため、通勤･通学者への利用促

進助成や勝山の特色を活かした観光事業と連携した利用促進事

業の実施などを通じ、利用者の確保に努めます。

施策概要 市 市民 事業者

バス路線の見直し・効率化 ○ ● ○

バスの利用促進啓発活動 ○ ● ○

図 3-5-2 えちぜん鉄道利用者数の推移
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

電車利用を促すイベントの実施 ○ ● ○

通勤、通学における電車利用促進 ○ ● ○

えちぜん鉄道利用促進イベント（左：親子運転体験 右：スイーツ列車）
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現状と課題

勝山市は、周辺の里山や九頭竜川など豊かな自然環境に恵ま

れています。この豊かな自然環境を、次世代に確実に引き継ぐ持

続可能なまちづくりをめざし、水や大気などの生活環境を大切に

保全していくとともに、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭な

ど様々な環境汚染を防止するために、監視や指導、啓発など適

切に対応していく必要があります。市では、河川や地下水の水質

調査、自動車交通騒音調査などを定期的に実施しています。今後

においても、環境の状況を把握するための調査、公害等の発生源

に対する監視、公害防止条例や水道水源保護条例の遵守など、

市は継続して行う一方で、市民に対する環境汚染の防止啓発と

して河川にごみを捨てないよう呼びかけたり、事業者に対する施

設の適正管理の指導を行うことも重要です。

また、集中豪雨や台風の発生頻度の増加をはじめとする気候

変動の影響によって、発生する水害や土砂災害などの自然災害

のリスクマネジメントが求められています。市では、地域における

自主防災組織づくりの推進や地域と連携した防災訓練の実施、

災害時の拠点となる公共施設の整備や耐震化、ハザードマップの

公開等を推進し、大規模な自然災害の発生にも対応できる総合

的防災体制の確立を目指しています。

目標達成に向けた指標

項 目 現 状（H29） 達成目標（2030）

汚水処理人口普及率
※下水道・農業集落排水施設・合併処理浄化槽
等を利用可能な人口数÷市の総人口数

98.2 ％
パーセント

100 ％
パーセント

水洗化率
※下水道・農業集落排水施設・合併処理浄化槽
等の利用人口数÷下水道・農業集落排水施
設・合併処理浄化槽等を利用可能な人口数

87.7 ％
パーセント

99.3 ％
パーセント

安心して暮らせるまちづくりの推進2
基本目標
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重点項目１ 水質汚濁の防止

水質汚濁防止のためには、下水道や合併処理浄化槽の普及、

事業所への監視や指導、さらには河川へのごみの不法投棄を防

止する必要があります。これら水質保全対策に向けた啓発を図る

とともに、河川や地下水等の水質検査を実施します。

また、下水道の未普及地域を計画的に整備していくとともに、

下水道や合併処理浄化槽などの未加入者に対し加入を促進しま

す。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

定期的な水質検査の実施 ○ ● ●

事案ごとの適切な指導監督の実施 ○ ● ●

汚水処理施設の整備促進 ○

汚水処理施設の水洗化促進 ● ○

図 3-5-3 市内における下水道整備の普及状況
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重点項目２

快適な生活環境を維持するため、騒音や振動、悪臭等の苦情

に対して適切に対応するとともに、これらの苦情が発生しないよ

うに事業者に対する指導や、広報、ホームページ等を通じた啓発

活動を実施します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

重点項目３ 水資源の保全

水質の汚濁、地下水位の低下を抑止し、きれいな水および水量

を確保するため、勝山市水道水源保護条例に基づき水源を保護

します。

また、森林は、水資源の保全において、水源涵養機能、生物多

様性保全機能などを有しています。森林が有するそれらの機能を

維持し向上させるために、森林の保全、育成、適切な管理を推進

します。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

定期的な騒音測定の実施 ○

事案ごとの適切な指導監督の実施 ○ ● ●

施策概要 市 市民 事業者

水源の適切な管理 ○ ● ●

森林管理の推進 ○ ● ●

騒音・震動・悪臭
の防止
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重点項目４

水害や土砂災害など大規模な自然災害が発生した場合に、市

民生活への被害を回避あるいは軽減できるよう、自然災害による

さまざまなリスクへの適応を推進するまちづくりを目指します。

市では、自然災害への適応策として、地域と連携した防災体制

の構築および防災訓練の実施、災害時に避難所となる公共施設

の着実な整備等を推進し、市民の防災意識の高揚を図ります。

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

施策概要 市 市民 事業者

各種防災訓練の実施 ○ ○ ○

公共施設の整備 ○

総合防災訓練の実施（左：倒壊家屋対応訓練 右：福祉避難所設置運営訓練）

自然災害への
適応
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１．計画の推進体制

本計画の環境像「太古からの豊かな自然 美しい環境を未来に

受け継ぐまち かつやま」の実現と持続のためには、市民、事業者、

行政が連携を図りながら、協働して環境保全施策を実施すること

が不可欠です。そのため、市では、本計画の確実な推進を図る体

制の構築を図っています。

第４章 計画の推進

勝山市環境基本計画

学識経験者や各種団体、関係行政機
関の代表者等で構成。
市長の諮問に応じ、環境基本計画の
改定や環境保全に関する基本的事項
について調査審議を行う。

勝山市環境審議会

市の部局横断的な庁内推進組織。
計画の進捗状況の把握や各種行政計
画や事業における環境配慮等の調整
を行う。

勝山市エコ環境都市推進
プロジェクト委員会

市内の事業者や各種団体の代表者で構
成。勝山市エコ環境都市推進プロジェク
ト委員会で把握した計画の進捗状況を
確認し、課題の指摘、新たな取り組みや
施策の見直し等の提案を行う。

エコ・クリーン市民会議

市 民事業者 行 政

୭
୆
৳
৸
઱
ੁ

連携 連携

協働 協働
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２．計画の進行管理

計画の確実な推進を図るため、エコ・クリーン市民会議が主体

となり進行管理を行います。進行管理にあたっては、PDCA サイク

ルに基づき、計画の進捗状況を点検および評価し、必要に応じて

見直しを行いながら、環境保全施策を推進していきます。

計画の策定

勝山市環境審議会において
環境基本計画の策定・改定

Plan

計画の実施

計画に基づく施策や取り組みを
市民・事業者・行政が連携し実施

Do

計画の確認・評価

l 計画の進捗状況の確認
l 勝山市エコ環境都市推進プロジェクト
委員会およびエコ・クリーン市民会議
において計画の進捗状況を評価

Check

計画の見直し

環境基本計画の施策内容や
達成目標の見直し

Act
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３．施策・指標一覧表

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

基本目標１ ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の促進

施策概要 市 市民 事業者

１ 食品ロス削減の推進 ● ○ ○

２ 生ごみ減量化の促進(水切り、生ごみ処理機等の活用) ● ○

３ 紙ごみ分別の徹底 ● ○ ○

４ 不用品交換・無料譲渡会の促進 ○ ●

５ 集団回収の推進 ● ○

６ 小型家電リサイクルの推進 ○ ● ●

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

目標達成に向けた指標 現状（H29) 達成目標(2030)

１ 年間のごみ排出量 7,195 トン 6,180 トン

２ ひとり 1 日当たりのごみの排出量 827 グラム 800 グラム

３ 一般廃棄物のリサイクル率 26.1％ 27.0％

基本目標２ 廃棄物の適正処理の推進

施策概要 市 市民 事業者

１ 不法投棄防止パトロールの実施 ○

２ 不法投棄・野外焼却に対する意識啓発 ● ○ ○

３ 地域における環境美化活動への参加促進 ○ ○ ○

４ 河川清掃活動の実施 ● ○ ○

５ 河川への不法投棄防止啓発 ● ○ ○

６ 災害廃棄物の処理体制の構築 ○ ● ●

基本政策１
ごみの減量や循環資源の利用を推進し

『循環型社会』の構築をめざします
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

基本目標１ 温室効果ガス排出量の削減

施策概要 市 市民 事業者

１ 省エネ住宅、省エネ機器の普及推進 ● ○ ○

２ ＬＥＤ型公衆街路灯の普及推進 ● ○

３ 家庭における省エネ行動の普及啓発 ○ ●

４ 市役所における省エネルギーに関する取り組みの実施 ○

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

目標達成に向けた指標 現状（H29) 達成目標(2030)

１ 公衆街路灯の LED 型への更新率 82.5％ 90.9％

２ 公用車の中に占めるエコカーの台数 7 台 10 台

３ 市の事務事業におけるエネルギー使用量 ㎘2,325 ㎘2,039

基本目標２ 再生可能エネルギーの導入

施策概要 市 市民 事業者

１ 再生可能エネルギーの利活用の推進 ● ○ ○

基本目標１ 生物多様性の保全

施策概要 市 市民 事業者

１ 希少動植物の保全活動の実施 ● ○ ○

２ 外来生物の防除活動の実施 ● ○ ○

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

目標達成に向けた指標 現状（H29) 達成目標(2030)

１ 市内の希少動植物保全活動と外来生物防除活動の実施件数 22 件 30 件

基本政策２
温室効果ガス排出量の削減を推進し

『低炭素社会』の構築をめざします

基本政策３
自然環境の保全と社会経済活動が調和した

『自然共生社会』の構築をめざします
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

基本目標２ 生物多様性を育む持続可能な農林業の振興

施策概要 市 市民 事業者

１ エコファーマーの拡大による循環型農業の推進 ● ○ ○

２ 地域特産品開発と販路開拓の推進 ● ○ ○

３ 地産地消・食育の推進 ● ○ ○

４ 林道、作業道の整備、保全 ○ ● ●

５ 計画的な間伐、枯木伐採の実施 ● ○ ○

６ 間伐材利用の促進 ● ○ ○

７ 「企業の森づくり」等による広葉樹植樹の推進 ● ○ ○

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

目標達成に向けた指標 現状（H29) 達成目標(2030)

１ 森林境界を明確化した森林面積 ㏊880 ㏊1,530

２ 民有林での実のなる木の植樹 17,822 本 20,422 本

基本目標３ 豊かな自然を活かしたまちづくりの推進

施策概要 市 市民 事業者

１ ジオサイト保全・保護活動の実施 ○ ○ ●

２ 市民を対象とした普及活動の実施 ○ ● ●

３ ジオツアーの開催 ● ○ ○

４ ホタル、ブナ林等の保全活動の推進 ● ○ ○

基本目標１ 学校教育における環境教育の推進

施策概要 市 市民 事業者

１ 市内小中学校での ESD の推進 ○ ● ●

基本政策４
環境教育・学習の機会を充実し環境保全に

関心がもてる『人づくり』に取り組みます
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○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

基本目標２ 生涯学習における環境学習の機会の充実

施策概要 市 市民 事業者

１ 生涯学習講座や自然観察会等の環境学習の推進 ● ○

基本目標１ 公共交通機関の利用促進

施策概要 市 市民 事業者

１ バス路線の見直し・効率化 ○ ● ○

２ バスの利用促進啓発活動 ○ ● ○

３ 電車利用を促すイベントの実施 ○ ● ○

４ 通勤、通学における電車利用促進 ○ ● ○

基本目標２ 安心して暮らせるまちづくりの推進

施策概要 市 市民 事業者

１ 定期的な水質検査の実施 ○ ● ●

２ 事案ごとの適切な指導監督の実施 ○ ● ●

３ 汚水処理施設の整備促進 ○

４ 汚水処理施設の水洗化促進 ● ○

５ 定期的な騒音測定の実施 ○

６ 事案ごとの適切な指導監督の実施 ○ ● ●

７ 水源の適切な管理 ○ ● ●

８ 森林管理の推進 ○ ● ●

９ 各種防災訓練の実施 ○ ○ ○

10 公共施設の整備 ○

○：主体的に取り組む ●：協力する、働きかける

目標達成に向けた指標 現状（H29) 達成目標(2030)

１ 汚水処理人口普及率 98.2％ 100％

２ 水洗化率 87.7％ 99.3％

基本政策５
環境に配慮した安全で快適に暮らせる

『まちづくり』に取り組みます
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１．第２次勝山市環境基本計画策定の経過

開 催 日 会 議 名

平成３０年

７月２３日 第１回エコ環境都市推進プロジェクト委員会

８月２８日 第１回エコ・クリーン市民会議

平成３１年

１月１７日 第１回勝山市環境審議会

２月７日 第２回エコ環境都市推進プロジェクト委員会

２月７日 第２回エコ・クリーン市民会議

２月２１日 第２回勝山市環境審議会

２月１８日

～３月１５日
パブリック・コメントの実施

３月１８日 勝山市環境審議会からの答申

参考資料
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２．審議会等委員名簿

(1) 勝山市環境審議会

№ 氏 名 役職等

１ 酢谷 精一 勝山警察署長

２ 石森 治樹 奥越健康福祉センター次長

３ 三谷 清 奥越土木事務所長

４ 下牧 一郎 市議会議員

５ 吉田 清隆 市議会議員

６ 平泉 泰 勝山市医師会会長

７ 木村 美智子 総務省福井行政相談員

８ 松原 優子 食生活改善推進員連絡協議会役員

９ 辰巳 佳次 福井工業大学准教授

１０ 中村 清恵 勝山市区長連合会代表

１１ 和田 耕三 勝山商工会議所副会頭
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(2) エコ・クリーン市民会議

№ 氏 名 所属等

１ 多田 陽一 勝山市区長連合会

２ 大道 慎治 勝山商工会議所

３ 安田 剛志 勝山商工会議所

４ 山本 泰司 勝山青年会議所

５ 村上 正二 勝山市消費者団体連絡協議会

６ 川村 盛英 ＪＡテラル越前農業協同組合

７ 西山 和彦 勝山市エコミュージアム協議会

８ 前田 耕一 勝山市エコミュージアム協議会

９ 棚田 喜代美 勝山市食育推進会議

１０ 小林 泰浩 勝山市校長会

１１ 丸山 真寿 勝山市農業公社

１２ 坂 陽之輔 ＮＰＯ法人恐竜のまち勝山応援隊
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(3) 勝山市エコ環境都市推進プロジェクト委員会

№ 氏 名 所属等 備考

１ 松村 誠一 副市長 推進統括者

２ 伊藤 寿康 市民生活部長 副推進統括者

３ 藤澤 和朝 総務課 プロジェクト委員

４ 今井 正敏 観光政策課 プロジェクト委員

５ 天立 雅浩 ジオパークまちづくり課 プロジェクト委員

６ 谷内 英之 農業政策課 プロジェクト委員

７ 中村 博紀 林業振興課 プロジェクト委員

８ 野瀬 利裕 建設課 プロジェクト委員

９ 牧野 聡暢 上下水道課 プロジェクト委員

１０ 安居 幸恵 学校教育課 プロジェクト委員

１１ 金谷 久美 生涯学習課 プロジェクト委員

１２ 多田 喜代彦 スポーツ課 プロジェクト委員

１３ 河野 誠 市民・環境課長 事務局長

１４ 中野 敏秀 市民・環境課 事務局

１５ 森 弘章 市民・環境課 事務局

１６ 石田 剛士 市民・環境課 事務局
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３．勝山市環境基本条例

(平成 15 年 3 月 28 日条例第 19 号)

目次

第 1 章 総則(第 1 条－第 6 条)

第 2 章 基本的施策(第 7 条－第 20 条)

第 3 章 環境審議会(第 21 条－第 32 条)

第 4 章 雑則(第 33 条)

附則

雄大な自然と豊かな遺産に恵まれた私たちのふるさと勝山市

は、先人たちが四季織り成す美しい景観の中で、その自然の恩恵

を受けながら大切に育んできたものである。

私たちの誇りである緑豊かな白山山系の山並みと、清らかな

九頭竜川の大河を目にしたとき、平泉寺白山神社の杉巨木にた

たずみ静寂に浸るとき、誰もがこの雄大な景観に心を洗われる

に違いない。そして誰もが、これらの貴重な自然と遺産がいつま

でも大切に保存されなければならないと願い望むはずである。

しかしながら、これまでの私たちは、ややもするとこれらの自然

と遺産に思い入れることなく、豊かさや便利さを求めて、限りあ

る資源を大量に消費し、不要物を無責任に廃棄してきた。そして

今や、このような身近な環境汚染が積み重なった結果、地球規

模となって取返しのつかない事態になろうとしている。

私たちが幼いころ水遊びをした清流や駆け回った山野にはご

みが散乱し、身近なところにいた蛍やメダカなどの姿が見えなく

なって、もうどれくらいの月日が経つだろうか。

私たちが今出来ることは何か。それは、すべてのものが自らの

環境に対する役割と責任を自覚し、地球規模で考えながら、身

近なところから環境を守る行動をおこすことである。自らの生活

環境を見直し、この豊かな自然を守り、先人が守り育んできた歴

史や文化、産業などの貴重な遺産を保存するとともに、地域の
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更なる活性化を図り、次の世代に引継ぐことである。

このような認識の下に、市民、事業者、市などの責務を明らか

にし、すべてのものが一体となって、自然との共生を図りながら、

地域の特性を生かした環境への負荷の少ない夢と魅力のあるふ

るさと勝山のまちづくりを推進していくために、ここにこの条例

を制定する。

第 1 章 総則

(目的)

第 1 条 この条例は、清らかな水が流れ、緑々とした山々が連な

る歴史ある本市の環境の保全と創造(以下「環境の保全」とい

う。)について、基本理念を定め、市、市民、事業者の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を

定めることにより、これらの施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄

与することを目的とする。

(定義)

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 市民 市内に居住する者、市内に存する事務所又は事業

所に勤務する者、市内に存する学校に在学する者及び市を訪れ

た者をいう。

(2) 事業者 市内において商業、工業その他の事業を営む者、

市内において営利を目的としない活動を行う者及び市内に存す

る土地又は建物その他の工作物を所有し、又は管理する者をい

う。

(3) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響で

あって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものを

いう。

(4) 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオ

ゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他

の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態

に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市
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民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。

(5) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人

の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚

濁(水質以外の水の状態又は底質が悪化することを含む。)、土

壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭により、人の健康、

自然環境又は生活環境に被害が生ずることをいう。

(6) 自然環境 清らかな水と豊かな緑と新鮮な空気を維持確

保するための環境をいう。

(7) 生活環境 人の生活に関する環境をいい、人の生活に密

接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植

物及びその生育環境を含むものとする。

(8) 環境物品 環境への負荷の低減に資する原材料、部品、

製品及び役務をいう。

(基本理念)

第 3 条 環境の保全は、すべての市民が健全で恵み豊かな環境

の恵沢を享受するとともに、これを将来の世代へ継承していくこ

とを目的として行わなければならない。

2 環境の保全は、地球資源が有限であることを認識し、循環を

基調とする環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会

が構築されることを目的として、すべての者の公平な役割分担

の下に、自主的かつ積極的に行われなければならない。

3 地球環境保全は、地域における環境の保全に関する取組の

重要性にかんがみ、すべての事業活動及び身近な日常生活にお

いて積極的な活動により推進されなければならない。

(市の責務)

第 4 条 市は、環境の保全に関し、国、県その他の関係機関と連

携し、地域の自然的社会的条件に応じた基本的かつ総合的な施

策を策定し、及び実施する責務を有する。

2 市は、社会経済活動に際して、環境の保全に資する取組を自

ら率先して実施する責務を有する。

3 市は、環境の保全に関する施策を効果的に推進するため、市

民、事業者等の参加及び協力の推進に努めなければならない。
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(市民の責務)

第 5 条 市民は、その日常生活又は市の区域における活動が、

良好な環境の保全に密接にかかわっていることを深く認識し、環

境への負荷の低減に自ら努めるとともに、市が実施する環境の

保全に関する施策に協力する責務を有する。

(事業者の責務)

第 6 条 事業者は、その事業活動が、良好な環境の保全に密接

にかかわっていることを深く認識し、環境への負荷の低減に自ら

努めるとともに、市が実施する環境の保全に関する施策に協力

する責務を有する。

2 事業者は、その所有し、又は管理する土地若しくはその他の

工作物を適正に管理するとともに、環境の保全のために最善の

努力を払わなければならない。

第 2 章 基本的施策

(施策の基本方針)

第 7 条 市は、環境の保全に関し、第 3 条に定める基本理念に

のっとり、次の各号に掲げる事項についての施策を実施するよう

努めるものとする。

(1) 公害を防止するために必要な規制の措置に関すること。

(2) 水、大気、土壌その他の自然の構成要素の保全に関するこ

と。

(3) 河川、水辺、農地、森林その他の自然環境の体系的な保全

に関すること。

(4) 野生生物の保護など多様な生物との共生及び自然とのふ

れあいの推進に関すること。

(5) 緑化の推進など自然と調和した良好な景観の形成に関す

ること。

(6) 地域ごとの歴史、文化、産業及び自然遺産の整備保存と

活性化に関すること。

(7) 水源のかん養対策、生活排水の適正化その他の健全な水

循環の確保に関すること。

(8) 資源及びエネルギーの有効利用に関すること。
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(9) 廃棄物の減量、リサイクルの推進その他の循環型社会形成

の推進に関すること。

(10) 環境物品等の購入促進に関すること。

(11) 市民及び事業者の環境管理の促進に関すること。

(12) 前各号に掲げるもののほか、環境負荷への低減に関する

こと。

(市の施策策定に当たっての配慮)

第 8 条 市は、市が講ずる施策の策定及び実施に当たっては、

環境の保全について配慮しなければならない。

(環境基本計画の策定)

第 9 条 市長は、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、環境の保全に関する基本的な計画(以下「環境

基本計画」という。)を定めるものとする。

2 環境基本計画は、次の各号に掲げる事項について定めるも

のとする。

(1) 環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の

大綱

(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ勝

山市環境審議会の意見を聴くものとする。

4 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業

者の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずるもの

とする。

5 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表

するものとする。

6 前 3 項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

(報告書の作成等)

第 10条 市長は、毎年、環境の状況、環境の保全に関して講じた

施策に関する報告書を作成し、これを公表するものとする。

(環境影響評価の推進)

第 11 条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を
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行う事業者が、その事業の実施に当たりあらかじめその事業に係

る環境への影響の評価について自ら適正に調査、予測又は評価

を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について

適正に配慮することを推進するため、必要な措置を講ずるもの

とする。

(調査研究の充実)

第 12 条 市は、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、調査研究の充実を図るよう努めるものとする。

(監視体制の整備)

第 13 条 市は、環境の状況を把握し、環境の保全に関する施策

を適正に実施するために必要な監視、測定、検査等の体制の整

備に努めるものとする。

(環境の保全に関する教育及び学習の推進)

第 14 条 市は、関係機関と協力して、市民及び事業者が環境の

保全についての関心と理解を深めるとともに、自発的な環境の

保全に関する活動を促進するため、環境の保全に関する教育及

び学習が推進されるよう必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。

(民間団体等の自発的活動の促進)

第 15 条 市は、事業者、市民又はこれらの者で組織する民間の

団体(以下「民間団体等」という。)が自発的に行う環境美化活

動、緑化活動、リサイクル活動その他の環境の保全に関する活動

が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。

(情報の提供)

第 16 条 市は、第 14 条に定める環境教育及び学習の推進、前

条に規定する民間団体等の自発的活動の促進並びに健康で文

化的な生活の確保のため、個人及び法人の権利利益の保護に

配慮しつつ、環境の状況その他の環境の保全に関する必要な情

報を適切に提供するように努めるものとする。

(市民の意見の反映)

第 17 条 市は、環境の保全に関する施策に、市民の意見を反映

させることができるよう必要な措置を講ずるものとする。
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(地球環境保全の推進)

第 18 条 市は、地球温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環

境保全に資する施策を積極的に推進するよう努めるものとする。

(国及び他の地方公共団体との協力)

第 19 条 市は、広域的な取組みが必要とされる環境の保全等

に関する施策については、国及び他の地方公共団体と協力して

その推進に努めるものとする。

(財政上の措置)

第 20 条 市は、環境の保全に関する施策を推進するため、必要

な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

第 3 章 環境審議会

(設置)

第 21 条 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 44 条の規定

に基づき、環境の保全に関する基本的事項を調査審議するため、

勝山市環境審議会(以下「審議会」という。)を置く。

(所掌事務)

第 22 条 審議会は、市長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項

について調査審議する。

(1) 環境基本計画に関する事項

(2) その他環境の保全に関する基本的な事項

2 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に意見を述べる

ことができる。

(組織等)

第 23 条 審議会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長

が委嘱する。

(1) 環境の保全に関し学識経験を有する者 若干名

(2) 市議会議員 若干名

(3) 各種団体の代表者 若干名

(4) 関係行政機関の職員 若干名

(5) その他市長が必要と認める者

2 市長は、前項の委員のほか、特別の事項を調査審議するため

に必要があるときは、専門的知識を有する特別委員を委嘱する
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ことができる。

(任期)

第 24 条 委員の任期は 2 年とし、補欠の委員の任期は前任者

の残任期間とする。ただし、再任をさまたげない。

2 市長は、特別委員が当該特別の事項に関する調査、審議を

終了したときは、その職を解くものとする。

3 市長は、委員及び特別委員に職務上支障があると認めると

きは、その職を解くことができる。

(役員)

第 25条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定

める。

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職

務を代理する。

4 会長及び副会長ともに事故があるときは、あらかじめ会長の

指名する委員がその職務を代理する。

(会議)

第 26 条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。ただし、第

23 条第 1 項の規定により、委員が委嘱された後、最初に招集す

る審議会は市長が招集する。

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができな

い。

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。

(部会)

第 27 条 審議会に、専門事項等を調査、審議するため、必要に

応じて部会を置くことができる。

2 部会の委員は、審議会の委員及び特別委員のうちから会長

が指名する。

3 部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから互選する。

4 部会長は、所掌事項を掌握し、その結果を会長及び審議会に

報告する。
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5 部会の運営その他に関し必要な事項は、部会長が会長と協

議して定める。

(準用)

第 28 条 第 26 条の規定は、部会の会議について準用する。こ

の場合において、「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とある

のは「部会長」と読み替えるものとする。

(意見の聴取等)

第 29 条 審議会及び部会は、必要があるときは、議事に関係の

ある者の出席を求めて、その説明又は意見を聴くことができる。

(幹事)

第 30 条 審議会に幹事若干名をおき、市職員のうちから市長が

任命する。

2 幹事は、会長の命を受けて審議会の所掌事務について、委員

及び特別委員を補佐する。

(庶務)

第 31 条 審議会の庶務は、勝山市環境保全担当課において処

理する。

(雑則)

第 32 条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要

な事項は、会長が審議会に諮って定める。

第 4 章 雑則

(その他)

第 33 条 この条例に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

(施行期日)

1 この条例は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。

(勝山市環境保全審議会設置条例の廃止)

2 勝山市環境保全審議会設置条例(昭和 47 年条例第 19 号)

は廃止する。

(経過措置)

3 廃止前の、勝山市環境保全審議会設置条例第 3 条の規定に
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より委嘱された勝山市環境保全審議会の委員は、この条例第 23

条の規定に基づき委嘱されたものとして読み替える。
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